
チューリッヒ保険会社　行

（お客さまご記入欄）

（施工会社・ハウスメーカーなどご記入欄）
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証明日

　建築基準法の一部を改正する法律(平成30年法律第67号)による改正前の建築基準法第27条

　第1項に適合する特殊建築物のうち、特定避難時間倒壊等防止建築物以外のものをいいます。

建物構造（耐火基準）証明書

下記枠内を建物の施工会社・ハウスメーカーなどにてご記入・押印いただいてください。

下記建物は、以下「建物の構造」欄に「✓（チェック）」した構造に該当する建物であることを証明します。

　　　年　　　　月　　　　日

ご契約者氏名

建物の所在地

施工会社または

ハウスメーカーなどの

会社名・住所

建物の商品名

耐火建築物 　建築基準法第2条第9号の2に定める耐火建築物をいいます。

耐火構造建築物

主要構造部が

耐火構造の建物
　主要構造部が建築基準法第2条第7号に定める耐火構造のものをいいます。

準耐火建築物 　建築基準法第2条第9号の3に定める準耐火建築物をいいます。

特定避難時間倒壊等

防止建築物

　建築基準法の一部を改正する法律（平成30年法律第67号）による改正前の建築基準法

　施行令第109条の2の2に適合する建築物をいいます。

主要構造部が準耐火構造と

同等の準耐火性能を有する

構造の建物

　主要構造部が建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第109条の3第1号または第2号に

　適合する主要構造部の構造のものをいいます。

主要構造部が

準耐火構造の建物
　主要構造部が建築基準法第2条第7号の2に定める準耐火構造のものをいいます。

省令準耐火建物

　勤労者財産形成促進法施行令第36条第2項及び第3項の基準を定める省令に定める耐火性能を

　有する建物として、独立行政法人住宅金融支援機構の定める仕様に合致する建物、または

　同機構の承認を得た建物をいいます。

※ご担当者さまが本物件の使用を確認できる場合は、ご担当者さまの押印で証明書とすることができます。

その場合、会社名に加え、ご担当者さまのご記名・押印をお願いします。

（地番表記でも可）

（会社名）

（住所）

印

（ない場合は記入不要）


